




















































































































長屋先生の講演のまとめ

1)妊産婦死亡の原因は突発的に起こる原因と、日常健診など発見できる原因の、大きく 2

つに分かれる。

2)突発的に起こる妊産婦死亡に対しては、産科医のみ対応では困難なことが多く、速やか

に異常事態を認識して直ちに搬送することが肝要である。

3)搬送しうる総合周産期セン夕―の能力を含めた診療能力情報システムの確立を行う必要

がある。

中村敬先生の講演のまとめ

1)本分担研究班では、重点的に実施する必要 がある妊婦検診の時期について検討するこ

とを目的として、平成 6年度より本分担研究班の班員が所属する 8施設を対象にハイリス

ク妊娠の症例を前方視的に収集しデータベースを作成した。

2)これに対して、東京都母性医療ネットワークのデータベースから、年齢 20～35 未満で、

内科合併症や手術の既往もなく、今回妊娠での合併もない群を抽出し、さらに他医療機関

からの紹介もなく、母体搬送でもない群と紹介または母体搬送群の 2群に分けて対照とし

て用いた。

3)分析の方法は両群とも妊娠初期からの管理、妊娠中期からの管理、30 週以降からの管

理の 3 群に分類し、それぞれの群において、母体の予後として、1500cc 以上の出血、母

体 ICU 管理(ハイリスク群のみ)、児の予後として、32 週以前の分娩、極低出生体重児、1

分低アプガースコアー(0-3)、新生児入院、NICU 管理(ハイリスク群のみ)の各因子の頻度

を算出し比較を行った。

4)ハイリスク群では、偶発合併症を有する群、産科合併症を有する群とも、妊娠初期から

の管理群に比べ、妊娠中期からの管理群で、1500cc 以上の出血、32 週未満の分娩、極低

出生体重児出産のリスクが最も高いと考えられた。

5)口ーリスク群でも、妊娠初期より管理されていた群に比し、妊娠中期から管理された群

で、32 週未満の分娩や極低出生体重児出産のリスクが高いと考えられた。

6)これらのことから、妊婦検診をさらに充実させるためには、妊娠中期における妊婦健診

に重点をおく必要があるものと考えられた。

7)妊産婦死亡の減少のために、妊婦健康診査の精度を高めることは必要だが、それだけで

妊産婦死亡減少は困難であろう。やはり緊急事態に対応した行政を含めてのシステム作り

が必要である。

8)本邦の妊婦健康診査はとりわけ 3次医療機関ではかなり高次元で実施されており、成果

も十分ある。しかし妊産婦死亡などの事態に対してはプライマリーケアや 3次機関までの

搬送などに問題があり、3次医療機関として十分医療を実施できていない。



森先生の講演のまとめ

1)重症妊娠中毒症、前置胎盤、糖尿病での周産期センター管理群と母体搬送群での保険点

数による周産期医療費は、各疾患とも 30 週以前であれば周産期センター管理群で 10～30

万点ぐらい低かった。

2)医療費の節減では、センター管理群と同時期に搬送され、センターで管理されたと仮定

すると母体、胎児集中治療室管理料を考慮すると、保険点数にして約 4 億点/年、金額に

すると約 40億円/年の支出を削減できると推定された。母体、胎児集中治療室管理料を考

慮しないと更に高額となり、保険点数にして約 5 億点/年、金額にすると約 50 億円/年の

支出を削減可能である。


